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r 国 s 国
r 国 s 国
農業 製造業 農業 製造業
????
r 国
農業  60  40  24  36  30 10 200
製造業  40 180  36  51 110  83 500
s 国
農業  20 120 156  21  23 60 400
製造業  10  70  64 129 　9 18 300
付 加 価 値 額  70  90 120  63
国 内 生 産 額 200 500 400 300 
⑵　投入係数表
中間需要
r 国 s 国
農業 製造業 農業 製造業
????
r 国
農業  0.30 0.08 0.06 0.12
製造業  0.20 0.36 0.09 0.17
s 国
農業  0.10 0.24 0.39 0.07
製造業  0.05 0.14 0.16 0.43
付 加 価 値 額  0.35 0.18 0.30 0.21
























































































































































































































るように一般の n 国 m 部門多国間表についても同様の考え方で拡張できる。








率ベクトル V（大きさ 1×nm の行ベクトル）も固定される。
　各産業に対する当初の任意の大きさの需要額ベクトルを Ft（F は大きさ
nm×1の列ベクトル，F t は F の転置ベクトル）とし，与えられた産業間構造 A































需要計（C） （A） （K） （T） （J） （U）
????
中国（C） 38,533 336 237 134 416 724 40,382
アセアン（A） 489 8,592 240 147 494 424 10,385
韓国（K） 522 135 8,916 101 195 205 10,073
台湾（T） 336 161 67 2,952 140 171 3,827
日本（J） 657 486 396 300 37,193 600 39,632
米国（U） 293 411 258 145 479 98,383 99,969
国際運賃保険料 91 87 30 56 50 122 436
輸入（ROW） 2,859 1,751 1,290 646 2,365 8,805 17,715
関税等 214 107 66 20 276 73 756
中間投入計 43,995 12,067 11,500 4,500 41,607 109,507 223,175
付加価値額 22,730 8,313 8,319 3,559 44,554 123,607 211,082







生産額（C） （A） （K） （T） （J） （U） （ROW）
????
中国（C） 19,244 131 80 52 682 1,219 4,935 26,343 66,725
アセアン（A） 116 6,527 35 33 222 554 2,507 9,994 20,380
韓国（K） 145 39 7,551 18 64 220 1,709 9,746 19,819
台湾（T） 144 37 8 2,827 53 159 1,002 4,232 8,059
日本（J） 305 202 124 177 42,305 761 2,655 46,528 86,160
米国（U） 132 132 82 79 232 122,969 9,520 133,146 233,115
国際運賃保険料 26 26 8 9 27 143
輸入（ROW） 808 629 278 199 675 5,154
関税等 92 66 48 14 158 180



















域内から 米国から 域内へ 米国へ 域内から 米国から 域内へ 米国へ
中国 2,298 293（12.8） 1,848 724（39.2） 842 132（15.7） 2,165 1,219（56.3）
アセアン 1,529 411（26.9） 1,793 424（23.6） 541 132（24.5） 960 554（57.7）
韓国 1,198 258（21.5） 1,157 205（17.7） 330  82（24.9） 486 220（45.3）
台湾 826 145（17.6） 875 171（19.5） 358  79（21.9） 402 159（39.6）




域内から 日本から 域内へ 日本へ 域内から 日本から 域内へ 日本へ
中国 2,298 657（28.6） 1,848 416（22.5） 842 305（36.2） 2,165 682（31.5）
アセアン 1,529 486（31.8） 1,793 494（27.5） 541 202（37.3） 960 222（23.1）
韓国 1,198 396（33.1） 1,157 195（16.8） 330 124（37.6） 486  64（13.2）












域のみ 1，その他を 0とすることによって得られる。ここで，（3.1’）式の A
は，表3.2の 6 カ国の中間投入部分から得られる投入係数であり，行および
列の並び順は表3.2と同じである。F の 6要素が該当する国は，Ft＝［C A K T 
J U］であるから，たとえば中国（C）の生産物を 1単位需要した場合の各国








（C） （A） （K） （T） （J） （U）
中　　国 2.370 0.070 0.055 0.067 0.021 0.013 
アセアン 0.032 1.732 0.040 0.053 0.018 0.006 
韓　　国 0.035 0.023 1.820 0.038 0.008 0.003 
台　　湾 0.020 0.023 0.011 1.580 0.005 0.002 
日　　本 0.045 0.077 0.068 0.108 1.761 0.009 
米　　国 0.021 0.063 0.044 0.053 0.018 1.731 













る。これを（3.1’）式に代入して得られる左辺のベクトル XU は FU による各
表3.5　生産誘発効果
（単位：億米ドル）
FC FA FK FT FJ FU （ROW） 各国計
中国（C）
45,651 782 610 321 2,547 4,595 12,219 66,725 
68.4 1.2 0.9 0.5 3.8 6.9 18.3 100.0 
アセアン（A）
834 11,317 367 212 1,179 1,747 4,723 20,380 
4.1 55.5 1.8 1.0 5.8 8.6 23.2 100.0 
韓国（K）
944 227 13,744 144 483 850 3,427 19,819 
4.8 1.1 69.3 0.7 2.4 4.3 17.3 100.0 
台湾（T）
610 210 98 4,469 315 567 1,790 8,059 
7.6 2.6 1.2 55.5 3.9 7.0 22.2 100.0 
日本（J）
1,438 868 736 624 74,574 2,524 5,395 86,160 
1.7 1.0 0.9 0.7 86.6 2.9 6.3 100.0 
米国（U）
659 650 479 294 1,200 212,919 16,914 233,115 
0.3 0.3 0.2 0.1 0.5 91.3 7.3 100.0 
誘発額計
50,136 14,054 16,035 6,065 80,298 223,202 44,467 434,257 
















































FC FA FK FT FJ FU （ROW） 各国計
中国（C）
24,578 216 190 99 1,037 1,698 3,293 31,111 
79.0 0.7 0.6 0.3 3.3 5.5 10.6 100.0 
アセアン（A）
245 6,781 184 183 783 1,247 3,256 12,679 
1.9 53.5 1.5 1.4 6.2 9.8 25.7 100.0 
韓国（K）
318 150 8,444 106 339 681 1,963 12,001 
2.6 1.3 70.4 0.9 2.8 5.7 16.4 100.0 
台湾（T）
301 135 55 3,827 265 580 1,416 6,579 
4.6 2.1 0.8 58.2 4.0 8.8 21.5 100.0 
日本（J）
548 693 400 464 77,578 2,418 4,723 86,823 
0.6 0.8 0.5 0.5 89.4 2.8 5.4 100.0 
米国（U）
314 427 359 328 1,113 163,306 13,601 179,446 
0.2 0.2 0.2 0.2 0.6 91.0 7.6 100.0 
誘発額計
26,305 8,403 9,631 5,007 81,114 169,929 28,251 328,640 









　（3.1’）式 X＝［I－A］－1F＝BF において，たとえば第 r 国の第 j 部門のみに

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑶　行数＝列数＝ n×m（n と m の積）の正方行列。
⑷　行数 n×m，列数が 1の列ベクトル。以下同様。
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